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株式会社清水銀行が実施する 

SUS 株式会社に対する 

ポジティブ・インパクト・ファイナンスに係る 
第三者意見  

 
    

株式会社日本格付研究所（JCR）は、株式会社清水銀行が実施する SUS 株式会社に対するポジティブ・イ

ンパクト・ファイナンス（PIF）について、国連環境計画金融イニシアティブのポジティブ・インパクト・

ファイナンス原則への適合性に対する第三者意見書を提出しました。 

本件は、環境省 ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置されたポジティブイン

パクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」への整合性も併

せて確認しています。 

 

 

＊詳細な意見書の内容は次ページ以降をご参照ください。 
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第三者意見書 

2022年 9月 30日 

株式会社 日本格付研究所 

 

 

 

評価対象： 

SUS 株式会社に対するポジティブ・インパクト・ファイナンス 

貸付人：株式会社清水銀行 

評価者：株式会社清水地域経済研究センター 

第三者意見提供者：株式会社日本格付研究所（JCR） 

 

 

 

結論： 

本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジティブ・イン

パクト・ファイナンス原則に適合している。 

また、環境省のESG金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2項（4）に基づき設置さ

れたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトフ

ァイナンスの基本的考え方」と整合的である。 
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I. JCRの確認事項と留意点 

JCRは、清水銀行が SUS株式会社（「SUS」）に対して実施する中小企業向けのポジティ

ブ・インパクト・ファイナンス（PIF）について、株式会社清水地域経済研究センターによ

る分析・評価を参照し、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）の策定した PIF原

則に適合していること、および、環境省の ESG金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2項（4）

に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「イン

パクトファイナンスの基本的考え方」と整合的であることを確認した。 

PIFとは、SDGsの目標達成に向けた企業活動を、金融機関が審査・評価することを通じ

て促進し、以て持続可能な社会の実現に貢献することを狙いとして、当該企業活動が与える

ポジティブなインパクトを特定・評価の上、融資等を実行し、モニタリングする運営のこと

をいう。 

PIF原則は、4つの原則からなる。すなわち、第 1原則は、SDGsに資する三つの柱（環

境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できるかまたはネガティブな影響を特定

し対処していること、第 2原則は、PIF実施に際し、十分なプロセス、手法、評価ツールを

含む評価フレームワークを作成すること、第 3原則は、ポジティブ・インパクトを測るプロ

ジェクト等の詳細、評価・モニタリングプロセス、ポジティブ・インパクトについての透明

性を確保すること、第 4 原則は、PIF 商品が内部組織または第三者によって評価されてい

ることである。 

UNEP FIは、ポジティブ・インパクト・ファイナンス・イニシアティブ（PIFイニシア

ティブ）を組成し、PIF推進のためのモデル・フレームワーク、インパクト・レーダー、イ

ンパクト分析ツールを開発した。清水銀行は、中小企業向けの PIFの実施体制整備に際し、

清水地域経済研究センターと共同でこれらのツールを参照した分析・評価方法とツールを

開発している。ただし、PIFイニシアティブが作成したインパクト分析ツールのいくつかの

ステップは、国内外で大きなマーケットシェアを有し、インパクトが相対的に大きい大企業

を想定した分析・評価項目として設定されている。JCR は、PIF イニシアティブ事務局と

協議しながら、中小企業の包括分析・評価においては省略すべき事項を特定し、清水銀行及

び清水地域経済研究センターにそれを提示している。なお、清水銀行は、本ファイナンス実

施に際し、中小企業の定義を、PIF原則等で参照している IFC（国際金融公社）の定義に加

え、中小企業基本法の定義する中小企業、会社法の定義する大会社以外の企業としている。 

JCRは、中小企業のインパクト評価に際しては、以下の特性を考慮したうえで PIF原則

との適合性を確認した。 

① SDGsの三要素のうちの経済、PIF原則で参照するインパクト領域における「包括的

で健全な経済」、「経済収れん」の観点からポジティブな成果が期待できる事業主体で

ある。ソーシャルボンドのプロジェクト分類では、雇用創出や雇用の維持を目的とし
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た中小企業向けファイナンスそのものが社会的便益を有すると定義されている。 

② 日本における企業数では全体の 99.7％を占めるにもかかわらず、付加価値額では

52.9％にとどまることからもわかるとおり、個別の中小企業のインパクトの発現の仕

方や影響度は、その事業規模に従い、大企業ほど大きくはない。1 

③ サステナビリティ実施体制や開示の度合いも、上場企業ほどの開示義務を有してい

ないことなどから、大企業に比して未整備である。 

 

II. PIF原則への適合に係る意見 

PIF原則 1 

SDGsに資する三つの柱（環境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できるか

またはネガティブな影響を特定し対処していること。 

SDGs に係る包括的な審査によって、PIF は SDGs に対するファイナンスが抱えている

諸問題に直接対応している。 

清水銀行及び清水地域経済研究センターは、本ファイナンスを通じ、SUS の持ちうるイ

ンパクトを、UNEP FI の定めるインパクト領域および SDGs の 169 ターゲットについて

包括的な分析を行った。 

この結果、SUS がポジティブな成果を発現するインパクト領域を有し、ネガティブな影

響を特定しその低減に努めていることを確認している。 

SDGsに対する貢献内容も明らかとなっている。 

 

PIF原則 2 

PIFを実行するため、事業主体（銀行・投資家等）には、投融資先の事業活動・プロジェ

クト・プログラム・事業主体のポジティブ・インパクトを特定しモニターするための、十

分なプロセス・方法・ツールが必要である。 

JCRは、清水銀行が PIFを実施するために適切な実施体制とプロセス、評価方法及び評

価ツールを確立したことを確認した。 

 

(1) 清水銀行は、本ファイナンス実施に際し、以下の実施体制を確立した。 

                                                   
1 経済センサス活動調査（2016年）。中小企業の定義は、中小企業基本法上の定義。業種によって異な

り、製造業は資本金 3億円以下または従業員 300人以下、サービス業は資本金 5千万円以下または従業

員 100人以下などだ。小規模事業者は製造業の場合、従業員 20人以下の企業をさす。 
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(出所：清水銀行提供資料) 

 

(2) 実施プロセスについて、清水銀行では社内規程を整備している。 

 

(3) インパクト分析・評価の方法とツール開発について、清水銀行からの委託を受けて、

清水地域経済研究センターが分析方法及び分析ツールを、UNEP FIが定めた PIFモ

デル・フレームワーク、インパクト分析ツールを参考に確立している。 

 

PIF原則 3 透明性 

PIFを提供する事業主体は、以下について透明性の確保と情報開示をすべきである。 

・本 PIFを通じて借入人が意図するポジティブ・インパクト 

・インパクトの適格性の決定、モニター、検証するためのプロセス 

・借入人による資金調達後のインパクトレポーティング 

PIF 原則 3 で求められる情報は、全て清水地域経済研究センターが作成した評価書を通

して銀行及び一般に開示される予定であることを確認した。 

 

PIF原則 4 評価 

事業主体（銀行・投資家等）の提供する PIF は、実現するインパクトに基づいて内部の

専門性を有した機関または外部の評価機関によって評価されていること。 

本ファイナンスでは、清水地域経済研究センターが、JCR の協力を得て、インパクトの

包括分析、特定、評価を行った。JCRは、本ファイナンスにおけるポジティブ・ネガティブ

両側面のインパクトが適切に特定され、評価されていることを第三者として確認した。 
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III. 「インパクトファイナンスの基本的考え方」との整合に係る意見 

インパクトファイナンスの基本的考え方は、インパクトファイナンスを ESG金融の発展

形として環境・社会・経済へのインパクトを追求するものと位置づけ、大規模な民間資金を

巻き込みインパクトファイナンスを主流化することを目的としている。当該目的のため、国

内外で発展している様々な投融資におけるインパクトファイナンスの考え方を参照しなが

ら、基本的な考え方をとりまとめているものであり、インパクトファイナンスに係る原則・

ガイドライン・規制等ではないため、JCR は本基本的考え方に対する適合性の確認は行わ

ない。ただし、国内でインパクトファイナンスを主流化するための環境省及び ESG金融ハ

イレベル・パネルの重要なメッセージとして、本ファイナンス実施に際しては本基本的考え

方に整合的であるか否かを確認することとした。 

本基本的考え方におけるインパクトファイナンスは、以下の 4 要素を満たすものとして

定義されている。本ファイナンスは、以下の 4要素と基本的には整合している。ただし、要

素③について、モニタリング結果は基本的には借入人である SUSから貸付人である清水銀

行及び評価者である清水地域経済研究センターに対して開示がなされることとし、可能な

範囲で対外公表も検討していくこととしている。 

要素① 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブイ

ンパクトを適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面におい

てポジティブなインパクトを生み出す意図を持つもの 

要素② インパクトの評価及びモニタリングを行うもの 

要素③ インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うもの 

要素④ 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リタ

ーンを確保しようとするもの 

また、本ファイナンスの評価・モニタリングのプロセスは、本基本的考え方で示された評

価・モニタリングフローと同等のものを想定しており、特に、企業の多様なインパクトを包

括的に把握するものと整合的である。 

 

IV. 結論 

以上の確認より、本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジテ

ィブ・インパクト・ファイナンス原則に適合している。 

また、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置された

ポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンス

の基本的考え方」と整合的である。 
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（第三者意見責任者） 

株式会社日本格付研究所 

サステナブル・ファイナンス評価部長 

 

 

                   

梶原 敦子 

 

 

 

 

 

担当主任アナリスト 

 

 

                    

川越 広志 

担当アナリスト 

 

 

 

                     

新井 真太郎 
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本第三者意見に関する重要な説明 

1. JCR第三者意見の前提・意義・限界 

日本格付研究所（JCR）が提供する第三者意見は、事業主体及び調達主体の、国連環境計画金融イニシ
アティブの策定したポジティブ・インパクト金融(PIF)原則への適合性及び環境省 ESG金融ハイレベル・
パネル内に設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファ
イナンスの基本的考え方」への整合性に関する、JCR の現時点での総合的な意見の表明であり、当該ポ
ジティブ・インパクト金融がもたらすポジティブなインパクトの程度を完全に表示しているものではあ
りません。 

本第三者意見は、依頼者である調達主体及び事業主体から供与された情報及び JCRが独自に収集した
情報に基づく現時点での計画又は状況に対する意見の表明であり、将来におけるポジティブな成果を保
証するものではありません。また、本第三者意見は、PIFによるポジティブな効果を定量的に証明するも
のではなく、その効果について責任を負うものではありません。本事業により調達される資金が同社の
設定するインパクト指標の達成度について、JCR は調達主体または調達主体の依頼する第三者によって
定量的・定性的に測定されていることを確認しますが、原則としてこれを直接測定することはありませ
ん。 

2. 本第三者意見を作成するうえで参照した国際的なイニシアティブ、原則等 

本意見作成にあたり、JCRは、以下の原則等を参照しています。 

国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブ・インパクト金融原則 

環境省 ESG金融ハイレベル・パネル内ポジティブインパクトファイナンスタスクフォース 
「インパクトファイナンスの基本的考え方」 

3. 信用格付業にかかる行為との関係 

本第三者意見を提供する行為は、JCR が関連業務として行うものであり、信用格付業にかかる行為と
は異なります。 

4. 信用格付との関係 

本件評価は信用格付とは異なり、また、あらかじめ定められた信用格付を提供し、または閲覧に供す
ることを約束するものではありません。 

5. JCRの第三者性 

本 PIF の事業主体または調達主体と JCR との間に、利益相反を生じる可能性のある資本関係、人的関
係等はありません。 

 

 

 

■留意事項 
本文書に記載された情報は、JCR が、事業主体または調達主体及び正確で信頼すべき情報源から入手したものです。ただし、当該

情報には、人為的、機械的、またはその他の事由による誤りが存在する可能性があります。したがって、JCR は、明示的であると黙
示的であるとを問わず、当該情報の正確性、結果、的確性、適時性、完全性、市場性、特定の目的への適合性について、一切表明保
証するものではなく、また、JCR は、当該情報の誤り、遺漏、または当該情報を使用した結果について、一切責任を負いません。JCR
は、いかなる状況においても、当該情報のあらゆる使用から生じうる、機会損失、金銭的損失を含むあらゆる種類の、特別損害、間
接損害、付随的損害、派生的損害について、契約責任、不法行為責任、無過失責任その他責任原因のいかんを問わず、また、当該損
害が予見可能であると予見不可能であるとを問わず、一切責任を負いません。本第三者意見は、評価の対象であるポジティブ・イン
パクト・ファイナンスにかかる各種のリスク（信用リスク、価格変動リスク、市場流動性リスク、価格変動リスク等）について、何
ら意見を表明するものではありません。また、本第三者意見は JCR の現時点での総合的な意見の表明であって、事実の表明ではなく、
リスクの判断や個別の債券、コマーシャルペーパー等の購入、売却、保有の意思決定に関して何らの推奨をするものでもありません。
本第三者意見は、情報の変更、情報の不足その他の事由により変更、中断、または撤回されることがあります。本文書に係る一切の
権利は、JCR が保有しています。本文書の一部または全部を問わず、JCR に無断で複製、翻案、改変等をすることは禁じられていま
す。 

■用語解説   
第三者意見：本レポートは、依頼人の求めに応じ、独立・中立・公平な立場から、銀行等が作成したポジティブ・インパクト・ファ
イナンス評価書の国連環境計画金融イニシアティブのポジティブ・インパクト金融原則への適合性について第三者意見を述べたもの
です。  
事業主体：ポジティブ・インパクト・ファイナンスを実施する金融機関をいいます。 
調達主体：ポジティブ・インパクト・ビジネスのためにポジティブ・インパクト・ファイナンスによって借入を行う事業会社等をい
います。 

■サステナブル・ファイナンスの外部評価者としての登録状況等   
・国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブインパクト作業部会メンバー  
・環境省 グリーンボンド外部レビュー者登録 
・ICMA (国際資本市場協会に外部評価者としてオブザーバー登録) ソーシャルボンド原則作業部会メンバー 
・Climate Bonds Initiative Approved Verifier (気候変動イニシアティブ認定検証機関) 
 

■本件に関するお問い合わせ先 
情報サービス部  TEL：03-3544-7013 FAX：03-3544-7026 
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清水地域経済研究センターは、株式会社日本格付研究所の協力を得て、国連環境計画

金融計画（UNEP FI）が公表している「ポジティブ・インパクト・ファイナンス金融

原則」に則り、ＳＵＳ株式会社（以下、ＳＵＳという）の包括的なインパクト分析を行

いました。 

清水銀行は、本評価書で特定されたポジティブ・インパクトの拡大とネガティブ・イ

ンパクトの低減に向けた取り組みを支援するため、ＳＵＳに対してポジティブ・インパ

クト・ファイナンス（以下、ＰＩＦという）を実行します。 

 

１．評価の概要 

（企業概要） 

ＳＵＳは、『アルミが世界を変える。』をスローガンとして、アルミフレームの製造のみに

止まらず、顧客と共に現場の課題解決に取り組む中で、多様な場面・用途に合わせたフレー

ム・パーツ類の開発や社会を進化させるための製品の開発、製造に取り組んでいる。 

（インパクト特定） 

ポジティブ・インパクトとして特定した項目は「教育」「雇用」「気候」「包括的で健全な

経済」「経済収束」とし、ネガティブ・インパクトとして特定した項目は「雇用」「資源効

率・安全性」「気候」「廃棄物」とした。 

（ＫＰＩの決定） 

ポジティブなインパクトの成果が期待できる事項として、社会面において、「教育」ではテ

ーマを「人材育成体制の構築」とし KPI は「人材育成に対する費用を年間 5,000 万円以上

にする」「新卒社員全員ＱＣ4 級以上を取得する」とした。「雇用」ではテーマを「所得水

準の向上」とし KPI は「毎年 3％のベースアップを継続する」とした。社会面・経済面に

おいて、「雇用」「包括的で健全な経済」ではテーマを「女性管理職の登用」とし KPI は

「女性管理職比率を 10％以上にする」とした。経済面において、「経済収束」ではテーマ

を「世界一のアルミプロダクトメーカーの実現」とし KPI は「北米向け売上割合を全体の

3％以上にする」とした。 

ネガティブなインパクトの低減が必要となる事項として、社会面において、「雇用」ではテ

ーマを「離職率の改善」とし KPI は「離職率 10％以内を維持する」「社員の平均勤続年数

を 10 年以上にする」とした。環境面において、「資源効率・安全性」「廃棄物」ではテー

マを「再生アルミニウム利用割合の増加」とし KPI は「再生アルミニウムビレットの使用

割合を全体の 30％以上にする」とした。 

（モニタリング） 

モニタリング体制として、統括責任者に石田社長、プロジェクトリーダーに鍋田取締役、プ

ロジェクトチームに梶原マネージャー及び経理チームを選定し、今後少なくとも年 1 回は

モニタリングする体制を構築し、進捗状況を確認する。 
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２．ＰＩＦの概要 

今回実施予定の融資概要                                             

契約日及び返済期限 202２年 9 月３０日～202９年９月３０日 

金額 300,000,000 円 

資金使途 運転資金 

モニタリング期間 ７年 

 

３．企業概要 

企業名 ＳＵＳ株式会社 

          

グループ

企業 

 

海外拠点 有り（8 ヶ国、10 ヶ所） 

従業員 ９６６名（男性７６７名、女性１９９名）（202２年９月 1 日時点） 

資本金 ２９０百万円 

業種 アルミフレーム製造・販売業 

売上構成 

 

FA 関連製品事業（※１）  ９９．４％ 

HA 関連製品事業（※２）   ０．６％ 

※１ FA 関連製品事業／Factory Automation 

様々な形状のアルミプロファイル（アルミフレーム・構造材のこと）を作り、

ものづくり現場の生産力や製造品質を高めるためのソリューションを提供す

る事業。 

SUS株式会社 SUS（Singapore）Pte.Ltd. 蘇州速思科技有限公司

1992年6月19日設立 シンガポールにおけるFA用ユニット機器製品の販売 中国におけるFA用ユニット機器製品の販売

1997年12月6日設立 2004年9月28日設立

SUS　Holdings Co.,Ltd. Standard Units Supply （India）Pvt.Ltd.

タイ子会社を統括する目的として設立 インドにおけるFA用ユニット機器製品の販売

2007年10月3日設立 2013年12月26日設立

Standard Units Supply Vietnam Co.,Ltd. System Upgrade Solution BKK Co.,Ltd.

ベトナムにおけるFA用ユニット機器製品の販売 各種FA機器のタイ国内販売

2011年8月1日設立 2001年5月21日設立

Standard Units Supply Philippines Corporation Standard Units Supply（Thailand）Co.,Ltd. 

フィリピンにおけるFA用ユニット機器製品の販売 2001年より、ナット、ブラケットをはじめとするアクセサリーパーツ類の内製化を目的にタイ

2013年12月4日設立 国内に設立した3社を合併　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2012年3月1日設立

SUS America,Inc.

アメリカにおけるFA用ユニット機器製品の販売

2014年1月9日設立

SUS Myanmar Co.,Ltd.

3D CAD図面の作成

2017年8月4日設立
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※２ HA 関連製品事業／Home Automation 

オートメーション技術と、アルミ素材の特性を融合し、これまでにない新し

い空間システムを開発、供給する事業。 

主要 

取引先 

＜主要仕入先＞ 

Standard Units Supply(Thailand)Co.,Ltd.、㈱アイエイアイ他 

＜主要販売先＞ 

東京エレクトロン九州㈱、㈱デンソー 他  

沿革 1992 年 静岡県静岡市清水区（旧清水市）尾羽でアイエイシステム㈱設立 

1995 年 エスユウエス㈱設立 

1997 年 子会社 SUS（Singapore）（＝SUSS）をシンガポールに設立 

2001 年 アイエイアイシステム㈱がエスユウエス㈱を吸収合併 

社名をエスユウエス㈱に変更 

2001 年 子会社 SUS BKK をタイに設立 

2001 年 子会社 SUS（Thailand）をタイに設立 

2002 年 ecoms 事業開始 

2004 年 SUSS の子会社として蘇州速思科技有限公司を中国に設立 

2004 年 社名を SUS㈱に変更 

2005 年 アルミ押出ラインを福島工場に設け、社内一貫生産販売を開始 

2007 年 タイ子会社を統括する SUS Holdings Co.,Ltd をタイに設立 

2011 年 子会社 SUS Vietnam をベトナムに設立 

2011 年 本社をＪＲ静岡駅南口エスパティオ 6 階に移転 

2013 年 子会社 SUS Philippines をフィリピンに設立 

2013 年 SUSS の子会社として SUS（India）をインドに設立 

2014 年 子会社 SUS America をアメリカに設立 

2017 年 子会社 SUS Myanmar をミャンマーに設立 

基本理念 【スローガン】 

アルミが世界を変える。 

【経営理念】 

・私たちとお客様で生み出す相互利益 

・風通しがよく、活気に満ちた風土づくり 

・成果は積極的に還元し社会に貢献する 

・独創的で、標準化志向を持った開発姿勢 

・環境と調和した持続的な社会の実現 

【行動指針】 

１.熟慮断行、2. スピードの追求、3. 執念、4. メリットの提供、 

5. O.A.S 理論（※３） 
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※３ O.A.S 理論／Organic Automation System 

標準化によりつくりだされたユニットを、BLOCK BUILD のように組み上

げることによって製品をつくり上げていこうという考え方。 

【Mission】 

目指すは、プロダクションシステムやライフスタイルのイノベーションであり、

常にサプライズを創出し、世界を変えることである。  

【Vision】 
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組織図 
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４．包括的分析 

（１）業種別インパクトの状況 

ⅰFA 関連製品事業におけるインパクトレーダーの標準値において、ポジティブなインパクト

として発現した項目は「雇用」「包括的で健全な経済」、ネガティブなインパクトとして発

現した項目は「雇用」「水（質）」「大気」「資源効率・安全性」「気候」「廃棄物」とな

った。 

 

 

ⅱHA 関連製品事業におけるインパクトレーダーの標準値においても同様に、ポジティブなイ

ンパクトとして発現した項目は「雇用」「包括的で健全な経済」、ネガティブなインパクト

として発現した項目は「雇用」「水（質）」「大気」「資源効率・安全性」「気候」「廃棄

物」となった。 

 

ポジティブ ネガティブ

水(入手可能性）

食糧

住居

健康・衛生

教育

雇用

エネルギー

移動手段

情報

文化・伝統

人格と人の安全保障

正義

強固な制度・平和・安定

水（質）

大気

土壌

生物多様性と
生態系サービス

資源効率・
安全性

気候

廃棄物

包括的で健全な経済

経済収束

標準値
2511 構造用金属製品製造業

ポジティブ ネガティブ

水(入手可能性）

食糧

住居

健康・衛生

教育

雇用

エネルギー

移動手段

情報

文化・伝統

人格と人の安全保障

正義

強固な制度・平和・安定

水（質）

大気

土壌

生物多様性と
生態系サービス

資源効率・
安全性

気候

廃棄物

包括的で健全な経済

経済収束

標準値2599 他に分類されないその他
の金属製品製造業
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（２）サプライチェーン全体におけるインパクトの状況 

ⅰアルミニウム産業について 

日本のアルミニウム産業において、原料となる新地金（※４）は 100％輸入されているが、

リサイクルにより製造される再生地金は国内で約 70％が製造されている。原料の比率とし

ては、新地金が約 45％、再生地金（国内製造）が約 38％、再生地金（輸入）が約 17％

となっている。これらの新地金・再生地金は、板製造業、押出製造業、箔製造業等の幅広い

分野で利用され、圧延品、鍛造品等に加工されている。アルミニウム製品素材（以下、アル

ミ材という）は大きく分けて３つの工程を経て出来上がる。①ボーキサイトからアルミナを

抽出する。②アルミナを電気分解することで新地金を製造する。③新地金もしくは再生地金

を原材料として圧延・押出・鍛造・鋳造などの加工を行い、いろいろな形の製品素材に成型

する。用途に応じて加工されるアルミ材は、輸送業や建設業などで使われる荷台や建設資材

などの最終製品として供給されている。 

※４ 新地金 

ボーキサイトから造られたアルミナを中間素材に製造される新しい地金 

 

【アルミニウム製品素材ができるまで】 

 

資料：一般財団法人日本アルミニウム協会 HP 
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【日本のアルミニウム産業概念図】

 

資料：一般財団法人日本アルミニウム協会 HP 

 

日本では、原料であるアルミニウムの地金は世界各国から輸入されている。現在の日本の主

な輸入先はオーストラリア、UAE（アラブ首長国連邦）、ロシア、ニュージーランド、サ

ウジアラビア等となっている。 

日本が必要とする新地金の量は用途の拡大に応じて順調に増加してきたが、供給ソースは大

きく変わってきている。戦後約 30 年間は日本でも新地金の製造を行っており、1977 年

のピーク時には約 120 万トンの新地金を生産していた。しかし、新地金の製造には１ｔ当

たり、約 15,000kwh（一般家庭の約２年７ヶ月分）もの電力が必要であり、オイルショ

ック等による電力コストの高騰から、採算性が急速に悪化し、多くの製造業者が撤退を余儀

なくされた。その結果、現在では全ての新地金を海外から輸入している。 

      「新地金の輸入状況」            「新地金の製造推移」 

  

             資料：一般財団法人日本アルミニウム協会 HP 
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ⅱアルミニウムの主な特性 

① 軽い 

アルミニウムの工業材料としての最大の特徴は｢軽い｣ということである。アルミニウムの比

重は 2.7 であり、鉄（7.8）や銅（8.9）と比べると約 3 分の 1 と軽い。軽量化による性

能向上が時代のニーズとなっており、自動車、鉄道車両、航空機、船舶、コンテナなどの輸

送分野で多くのアルミニウムが使われている。 

② 強い 

アルミニウムは比強度（単位重量当たりの強度）が大きいため、輸送機器や建築物などの構

造材料として多く使用されている。 

③ 耐食性が良い 

アルミニウムは空気中では、緻密で安定な酸化皮膜を生成し、この皮膜が腐食を自然に防止

する。耐食性をさらに高め、強度も兼ね備えたアルミニウム合金は、建築、自動車、船舶、

海洋開発などの分野で活かされている。 

④ 表面処理しやすい 

アルミニウムは素地のままでも美しい金属だが、陽極酸化皮膜処理（アルマイト処理）など

様々な表面処理を施すことによってより美しくなり、また表面を硬くしたり、防食効果を高

めたりすることもできる。陽極酸化皮膜処理の際に染色や電解着色などによってアルミニウ

ムに多彩な色を付けることが可能であり、電気製品外筺、建築外装や包装材などデザイン性

が強く求められる分野に最適の材料である。 

⑤ 再生しやすい 

アルミニウムは他の金属と比べると腐食しにくく、融点が低いため、使用後のアルミニウム

製品を溶かして、簡単に再生することができる。しかも再生地金をつくるのに必要なエネル

ギーは新地金を作る場合と比べてわずか 3％で済むといわれている。また、品質的にも、新

地金とほとんど変わらないものが製造できるため、大変経済的な材料だといえる。特に飲料

缶では、空き缶を回収し再資源化しようというリサイクル運動が全国各地で行われており、

現在の回収率は 90％以上と年々高まってきている。省資源・省エネルギーを果たすととも

に、地球環境保護の推進にも大きな役割を担っている。 

 

ⅲアルミニウム圧延業界（※５）のカーボンニュートラルに向けたビジョン 

① 背景 

日本アルミニウム協会では、「2050 年カーボンニュートラル（実質ゼロ）」及び「2030

年に 2013 年度比 46％削減」を目指すという日本の方針に基づき、経団連が取り組む「カ

ーボンニュートラル行動計画」に参加し、2022 年 1 月に「2050 年カーボンニュートラ

ルに向けたビジョン」の策定を行った。 

※５ アルミニウム圧延業界 

アルミニウム圧延業とは、新地金や再生地金を溶解・鋳造後に、圧延機や押出機等に

より板材や押出材（形材や管・棒）を製造する事業のことであり、アルミニウム圧延
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業界とはその事業を行っている業界のことである。尚、板材と押出材を展伸材と称す

る。 

② 目指す姿 

持続可能な地球環境と脱炭素社会の実現を目的として、以下の 3 点を目指していく。 

(a)展伸材製造時の国内 CO2排出量実質ゼロを目指す。（国内貢献） 

展伸材製造時に必要なエネルギー（電力、燃料）による CO2排出量を最小化する。 

排出した CO2は回収、貯蓄、再利用等で脱炭素化を図る。 

(b)地金を含む展伸材製造時の CO2排出量の最小化を目指す。（海外貢献） 

新地金は全量輸入しているため、展伸材製造時の CO２の多くは新地金を製造する海外で

の排出となる。そのため、国内での再生地金使用比率増による新地金調達（海外からの

輸入）の最小化により、新地金製造時の CO２排出量を削減する。 

(c)製品での貢献を目指す。 

軽量化や高熱効率などの特性を活かし、自動車や鉄道車両など幅広い分野での CO2削減

に貢献する。 

③ 自動車の軽量化による CO2排出削減への取り組み事例 

日米欧各地域での燃費基準が厳しくなっており、自動車軽量化を目的として、自動車のア 

ルミニウム化（以下、アルミ化という）が進展してきている。 

自動車用材料のアルミ化による CO2削減貢献効果の試算は下記表のとおりとなっている。 

自動車部品のアルミ化が 2017 年比で 2 倍となった場合、下記表のとおりの削減効果が試

算されている。 

「自動車部品のアルミ化による自動車     「自動車部品のアルミ化による CO２削減の 

1 台当たりの年間の CO2削減量」          国内及び国際貢献量」 

 

資料：アルミニウム圧延業界のカーボンニュートラル行動計画 
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ⅳアルミニウムリサイクルの動向について 

① アルミニウムの需要動向及びリサイクルの課題について 

アルミニウム製品の需要は、1975 年度には 200 万ｔ以下だったが、2019 年度 412 万

ｔ、2020 年度 366 万ｔ、2021 年度 400 万ｔと近年は 400 万ｔ前後で推移している。

需要増加に伴い、寿命を終えリサイクルに回る量も増えており、アルミニウムを資源として

循環しやすい環境が整ってきている。 

【日本のアルミニウム需要推移】 

 

                           資料：一般財団法人日本アルミニウム協会HP 

【2021 年度のアルミニウム製品用途別需要構成】 

 

            資料：一般財団法人日本アルミニウム協会 HP 

アルミニウムは用途に応じてさまざまな金属元素を添加し、強度などを高めたアルミニウム

合金として使われている。アルミニウム合金は展伸材用と鋳物用に大別される。展伸材用は
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添加元素の割合が低く、その数値を超えてしまうと同じ規格の合金にならない。そのため、

より成分規格の幅が広い鋳物用として再生される割合が高い。しかし、これでは新たに展伸

材を用いた製品を作る際、精錬に大きなエネルギーを用いる新地金を使わざるを得ないこと

になる。そのため、「水平リサイクル」（※６）を推進する研究や取り組みが進められてい

る。2009 年以降、公的研究開発プロジェクトを活用し、「アルミニウムの新マテリアル

フロー」の実現を目指している。市中スクラップの段階で展伸材用と鋳物用、さらにその組

成による高度な選別を行うことで、水平リサイクルが可能となり、新地金の使用量削減につ

ながるとともに、再生地金を作るエネルギーも減らすことが可能となる。 

※６ 水平リサイクル  

展伸材用のスクラップを再び展伸材用合金に戻すことを「水平リサイクル」という。一方、

展伸材のスクラップから鋳物用合金をつくることを「カスケードリサイクル」という。 

 
資料：SUS FA 情報誌『Sing』 

 

資料：SUS FA 情報誌『Sing』 

② 水平リサイクルシステム開発事例「新幹線 to 新幹線」 

JR 東海が 2020 年 7 月から運行を開始した「N７００S」では、約 20 年弱の運行を終え

た７００系、N７００系新幹線車両から取り出された廃棄アルミニウム材（以下、廃アルミ

材という）が素材としてリサイクルされ、荷棚などの内装部品に使用されている。従来は新
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幹線車両の廃アルミ材はスクラップとして売却されていたが（売却後は鋳物用等としてリサ

イクル）、高速鉄道として世界で初めて「新幹線から新幹線へ」、「展伸材から展伸材へ」

の水平リサイクルが実現した。 

SUS もこのプロジェクトに参画しており、福島事業所の鋳造炉を使った溶解試験を担当し

た。2019 年 1 月には全て新幹線車両の廃アルミ材を原料にした再生ビレットが完成し、

東京駅の商業施設「東京ギフトパレット」の柱や天井、ファザード（建物正面）の装飾・外

装材などに使用された。この取り組みは日本アルミニウム協会から開発賞を受賞するなど高

く評価された。 

③ アルミニウム素材高度資源循環システム構築事業 

国家プロジェクトとして 2021 年 7 月に採択され、実用化に向けた研究開発が 9 月より開

始されている。国内でのリサイクル材料や再生地金比率を高め、海外からの新地金輸入の削

減を狙っている。 

【事業概要】 

 

資料：経済産業省 HP 
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ⅴ同社の事業概要 

① 概要 

同社は、1992 年に静岡県静岡市清水区（旧清水市）尾羽で創業し、2001 年のタイ進出

以降は海外展開を加速し、グローバル化を担うセンター機能をタイに集約することによっ

て、世界で通用する「SUS ブランド」の構築を目指している。2005 年にはアルミ押出ラ

インを福島工場内に設け、社内一貫生産販売に踏み切った。創業 20 年を迎えるにあたり

2011 年静岡市葵区に本社を移転した。 

創業以来、リサイクルやリユースを効率よく実現するアルミニウムという環境に優しい素材

を活用し、製造現場の自動化、省力化を実現するために、挑戦と変革を繰り返してきている。

その技術やノウハウは、今やアルミプロファイルだけでなく、IoT の分野でも活躍し、現在

は社会の課題を解決するソリューションを世界中で提供している。 

同社はアルミニウムによるサステナブルな社会の実現を推進している。 

② 取扱製品 

(a)ユニット製品 

アルミ構造材やアルミパイプ構造材を用いたモーションユニット製品等であり、同社の主

力製品である。アルミ押出材フレームや拡張パーツを用いて、ものづくりの現場の生産力

と製造品質を高めるためのソリューションを提供している。 

装置架台・作業台・シューター・安全柵・グリーンブースや、作業負担を軽減する構造の

「GF モーションユニット」などを供給し、自動車、半導体、物流など幅広い分野の改善

活動を支えている。 

 

   

アルミ構造材 SF            

 

(b)Snets（エスネッツ）製品 

Snets（Smart Networks Solutions）製品は、生産現場や暮らしにおける自動化、省

力化を目的としており、制御関連機器の設計開発から製造、据付、アフターサービスまで

を手掛け、自動化により、工数やコストの削減に貢献している。ソフトウェアの開発も手

掛け、各種機器のネットワーク化を実現し、誰もが簡単、手軽に扱える制御システムの提

供に努めている。 

アルミパイプ構造材 GF を 

用いたモーションユニット 
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         アルミ制御ボックス          SiO コントローラー 

(c)ロジスティクス製品 

アルミニウムの特性を活かし、物流を効率化する製品を提供している。作業をスピードア

ップする操作性の高いカートやラック、安全とプライバシーを守るフェンスなどで、現場

の作業性と環境を改善している。運搬作業をサポートする追従運搬ロボットで、大幅な運

搬効率の向上も可能にしている。少子高齢化による人手不足やインターネット通販（EC）

市場の急速な拡大などを背景に、大きな変革期を迎えている物流・流通業界の顧客のサポ

ートを目指している。 

      

        ピッキング専用カート       追従運搬ロボット・各種 AGV 用カート 

 

(d)ecoms（エコムス）製品 

ecoms（Ecology & Economy Modular System）製品は、オートメーション技術と、

アルミ素材の特性を融合し、これまでにない新しい空間システムを開発・供給することを

使命としている。住宅からオフィス空間、商業施設、鉄道や高速道路の関連施設に至るま

で、現代社会のニーズに適したソリューションビジネスを展開し、多様なライフスタイル

の創出を担っている。 

          

      アルミ製居住ユニット         グリッドシェルフ 
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ⅵサプライチェーンの概要 

同社におけるサプライチェーンは、国内の仕入先及びタイ子会社などから材料・製品を仕入

れ、同社で金型を製作し、次にフレームの押出・アルマイト処理を行い、コネクタやブラケ

ットなどのダイカスト製品の全製造工程を行っている。徹底した品質管理のもと、厳しい検

査に合格した製品のみを提供している。豊富な製品ラインナップを常時保有し、広い工場内

で専門的な加工や機械装置架台などの大型案件にもスピーディーかつ柔軟に対応している。

営業の場面においては、打合せから提案・見積・納品まで、エリア専任スタッフが顧客に寄

り添い問題解決に取り組んでいる。CAD 設計支援サービスや構造解析サービスなど、顧客

が安心かつ便利に製品を利用できる体制を構築している。その設計のもと、専任スタッフが

高精度で切断・加工から組み立てまで対応し、高品質な製品を供給している。その後、自社

便配送サービスにて製品を届け、直接顧客の声を聞き、サービスと品質の向上につなげてい

る。2017 年に福島事業所に鋳造炉を設け、自社内でのアルミニウム再生を実現させている。

不要になった SUS 製品を買取回収し、新しいビレットに再生が可能となり、環境に優しく

経済的でもあるサステナブルなビジネススキームの実現に取り組んでいる。 
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５．サステナビリティ経営体制 

（１）サステナビリティ経営方針 

同社の経営理念は、「私たちとお客さまで生み出す相互利益」「風通しがよく、活気に満ち

た風土づくり」「成果は積極的に還元し社会に貢献する」「独創的で、標準化志向を持った

開発姿勢」「環境と調和した持続可能な社会の実現」である。顧客の満足度、従業員の達成

感を大切にし、組織としての社会貢献を目指している。また、独創性を駆使し、リーズナブ

ルで質の高い製品提供を目指し、限りある地球資源の有効活用に努め、環境保護と自然との

調和や資源の再利用を考慮した製品づくりを行っている。 

また同社では、グリーン調達ガイドラインを制定し、製品・部品・原材料等に使用される化

学物質について「環境管理物質」を定め、同社内及び取引先へ周知し、環境関連法規制の遵

守、環境負荷低減を図っている。グリーン調達方針として、国内外の環境法規制を満足する

環境負荷のより小さな製品・部品・原材料を提供する取引先からの調達を優先するとともに、

取引先における製品含有化学物質管理体制の整備、維持、運用ならびに環境経営体質の強化

に向けた取り組みを推進している。 

 

資料：同社 HP 

（２）社会面における対応 

〈教育として取り組んでいる項目、課題等〉 

「会社は人材こそが基本であり、人の力によって会社は成長する」という考えのもと、教

育を通じて人材を丁寧に育成するという姿勢を貫いている。ＯＪＴとＯＦＦＪＴ両面での

教育に力をいれている。 

ＯＦＦＪＴとして、高校新卒者については１ヶ月間、大学新卒者については 6 ヶ月間、集

合研修という形で商品知識や実務を学ぶ体制をとっている。このＯＦＦＪＴは 2018 年か

ら行っているが、新卒者自身が主体的に学ぶ姿勢を最も重視して取り組んでいる。 

入社後のフォロー研修についても 3 年次、6 年次、9 年次と定期的に開催している。また

女性管理職育成を目的としたマネージャークラスの研修も実施し、女性従業員のモチベー

ション向上につなげている。 

同社はアルミニウムの部材販売を中心にビジネスを展開しているが、ここ数年、国内外で

の価格競争が激しくなっている。今後、更に付加価値を高めた製品を提供し、製造現場に
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おける自動化・省力化に今まで以上に寄与していくことを目指している。そのためにも DX

やＩｏＴなど専門性を持った人材の育成が不可欠となっている。今後、新入社員を中心に

ＡＩ概論研修を年間 10 時間程度実施していく。ＡＩに必要な機械学習やデータサイエン

ス等の知識を習得するための学習支援も行い、製造業の自動化・省力化に寄与する人材を

育成する方針である。 

また、検査データの改ざんや無資格の従業員が検査に携わる等の社会的問題があるなか、

同社においては不正や改ざん等によりＳＵＳブランドが劣化しないよう、新卒社員全員が

ＱＣ検定 3 級、4 級（※７）の資格を取得できるような取り組みを行っている。資格取得

を通じ、品質の維持管理の重要性を理解させている。その取得に対し通信講座を受講した

従業員に対しては、成績に応じ受講費用の 50％～80％の補助を行いサポートしている。

同社では年間 4,000 万円以上の人材育成費用を計上しているが、今後は更に人材育成に力

をいれて取り組んでいく方針としている。 

※７ QC 検定３級、４級  

品質管理に関する知識を、どの程度持っているかについて全国で筆記試験を行って客

観的に評価を行うもの。一般社団法人日本品質管理学会の認定を受けて実施している。 

 

〈雇用として取り組んでいる項目、課題等〉 

従業員の状況は以下のとおりである。  

種類 男性 女性 合計 

役員 ９ ０ ９ 

管理者 １１６ ９ １２５ 

一般 ６４２ １９０ ８３２ 

合計 ７６７ １９９ ９６６ 

平均勤続年数 ８．９年 ６．５年 ８．２年 

※2022 年 9 月 1 日現在 

同社の雇用面で主に取り組んでいる項目としては、従業員の所得水準を毎年確実に底上げし

ていることである。従業員が高いモチベーションを持ち続け、新卒社員や中途社員が入社し

やすい環境づくりを行うためにも毎年３％のベースアップを目標としている。2020 年は

3.01％、2021 年は 3.03％の実績となっている。厚生労働省の 2021 年賃金引上げ等の

実態に関する調査の概況では、製造業における平均が 2020 年 1.8％、2021 年 1.9％、

従業員規模 300 人～999 人の企業の平均が 2020 年 1.7％、2021 年 1.6％であること

から、同社は平均以上のベースアップに取り組むことができている。また同社の 2021 年

の離職率は 8.9％となっている。厚生労働省の 2021 年雇用動向調査結果の概況では、一

般労働者の離職率が 11.1％、製造業の離職率が 9.7％であり、同社の離職率はそれ以下と

なっている。所得水準の向上により従業員の離職率改善にもつながることから、継続してベ

ースアップに取り組んでいく。 
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（３）環境面における対応 

〈水（質）に関して取り組んでいる項目、課題等〉 

インパクトレーダーにおいて、「水（質）」が標準値として発現したが、同社事業遂行にお

いて排水を含め「水」の使用量は多くなく、環境に与える影響は限定的である。 

 

〈大気に関して取り組んでいる項目、課題等〉 

インパクトレーダーにおいて、「大気」が標準値として発現したが、同社事業遂行において

排煙及び有害物質の発生等は少なく、環境に与える影響は限定的である。 

 

〈資源効率・安全性、廃棄物に関して取り組んでいる項目、課題等〉 

同社は環境マネジメントシステムＩＳＯ１４００１を取得し、地球環境の保全に取り組んで

いる。環境方針を定め、各種製品の開発・製造・販売の事業活動を行うにあたり、環境に与

える影響を把握し、資源の有効利用と環境保全に積極的に取り組むことを目指している。 

また、循環型社会の構築を目指し、2017 年 12 月に、福島事業所にアルミニウムの再生

を行う鋳造工場を設けている。製造時に出た端材や役目が終わり回収されたアルミフレーム

を社内でリサイクルする取り組みをスタートさせた。環境に優しく経済的でもあるサステナ

ブルなビジネススキームの実現を目指している。自社で鋳造した再生アルミニウムビレット

は、同社の主要ユニット製品のＳＦシリーズやＧＦシリーズの原材料にもなっている。再生

アルミニウムビレットの使用割合は現状約 25％であるが、生産効率を改善し、再生アルミ

ニウムビレットの生産量を増やしていくことで、使用割合の増加に取り組んでいく。 

【アルミニウムリサイクルの流れ】 
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資料：同社 FA 情報誌『Sing』 

 

アルミニウムのリサイクルにおいては、原料となるアルミニウム合金の分別と、成分の調整

が欠かせないが、同社では製造工程で出た端材や、役目を終えて顧客から回収した自社製の

アルミニウムフレームを再生しているため、原料の組成や素性は明らかであり、新地金を使

用した際と同等の高い品質を保ったまま、繰り返し新たな製品に再生させることが可能とな

っている。 
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また、自社内での再生には、通常では発生する輸送を削減できるというメリットもある。

押出加工やアルマイト処理の工程では、その製造法の特性上、ビレットの切れ端やフレー

ムが型から押し出される際の頭の部分など、製品にならない端材が必ず発生する。同社福

島事業所では押出・アルマイト工場と同じ敷地内に鋳造工場を構えているため、遠方への

輸送は不要となっている。また、マザー工場という位置付けとなっており、製造したフレ

ームを各地へ運んでいるが、その戻り便で拠点の端材を回収することができるため、必要

最小限の運送にとどめることができる。 

 

資料：同社 FA 情報誌『Sing』 

 

〈気候に関してとして取り組んでいる項目、課題等〉 

静岡県菊川市にある静岡事業所において太陽光発電を行っている。現状は、売電目的のみで

の発電となっている。発電実績は 2020 年度 863,343kw、2021 年度 857,706kw と、

間接的ではあるが CO2排出量の削減に寄与している。売電契約終了後の用途については今

後検討していく。 

また、自社所有の事務所、工場については国内 9 拠点中、8 拠点での LED 化が完了してい

る。 

 

（４）経済面における対応 

〈包括的で健全な経済として取り組んでいる項目、課題等〉 

現在同社における女性の管理職は８人であり、全管理職１１２人に対し女性管理職比率は

７．１％である。ダイバーシティが会社の成長を加速させると考えており、２０２７年末

までに女性の管理職比率を１０％以上にしていく方針である。多様な意見を柔軟に汲み取

りながら、ディスカッションを通じて経営側が考えていることを理解してもらい、経営計

画を実行できる管理職の育成を目指していく。 
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また、「idome（挑め）」プロジェクトと題し、アスリート社員の支援にも取り組んでい

る。夢を実現するために頑張る人を応援するプロジェクトであり、今日を生きぬくために、

「勇気」と「元気」を日本各地に届けている。2014 年から 2 名の車いすアスリートを社

員として迎え入れ、競技に専念してもらいながら、その活動を支援している。 

 

〈経済収束として取り組んでいる項目、課題等〉 

同社は『世界一のアルミプロダクトメーカーを実現する』というビジョンを掲げている。他

社との差別化を図り、これから 10 年で SUS ブランドを構築し、『世界が SUS を渇望す

る』企業となることを目指している。単なるモノ売りに終始することなく、顧客の課題を解

決するための提案を基軸とし、製品の付加価値向上に日々取り組んでいる。日本の人口減少

やマーケット縮小が加速する中、世界で一番にならなければ生き残ることはできないという

考えのもと、価値の高い製品づくりを行い、新たなマーケットを開拓し需要を創出していく

ことを目指している。現状、タイを中心とした東南アジアにグループ会社を持ち FA 用ユニ

ット製品の販売を行っているが、価格競争も激しく、成長性に限界が見え始めている。その

為、既に拠点は持っているもののまだ開拓発展の余地が大きい北米市場に注力していく方針

としている。現在、北米向けの売上高は全体の約 1.7％であるが、2029 年までに 3％以

上としていくことを目指している。 

また、地域社会への貢献も積極的に取り組んでいる。福島県須賀川市においては、地域住民

との交流を目的として、毎年 9 月に地域住民を同社研修センターに招待し、飲食の屋台や

余興等で交流を図っている。海外においては、タイのチェンマイ大学建築部と連携し、同大

の学生によるデザインを元に、同社が設計・製作したアルミニウム製ポリスボックス 2 棟

をチェンマイ交通警察へ寄贈し、地域社会の環境警備をサポートしている。 
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６．インパクトの特定 

（１）インパクトの特定分析 

UNEP FI のインパクトレーダーにおける標準値を基に、前記の分析を踏まえ、下記のプレ審

査シートにて個社別の状況を考慮して、インパクトと KPI 設定対象を特定した。  
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（２）インパクト特定 

ⅰＦＡ関連製品事業のインパクト特定 

インパクトレーダーの標準値として発現した項目に、包括的分析を行い、サステナビリティ

経営体制について分析した結果、ポジティブでは「教育」「気候」「経済収束」を追加し、

ネガティブでは「水（質）」の使用量、「大気」の排出量等は限定的であることから削除し

てインパクトを特定した。 

特定したインパクト 

ポジティブ：「教育」「雇用」「気候」「包括的で健全な経済」「経済収束」 

ネガティブ：「雇用」「資源効率・安全性」「気候」「廃棄物」 

   

 

ⅱＨＡ関連製品事業のインパクト特定 

インパクトレーダーの標準値として発現した項目に、包括的分析を行い、サステナビリティ

経営体制について分析した結果、同様にポジティブでは「教育」「気候」「経済収束」を追

加し、ネガティブでは「水（質）」の使用量、「大気」の排出量等は限定的であることから

削除してインパクトを特定した。 

特定したインパクト 

ポジティブ：「教育」「雇用」「気候」「包括的で健全な経済」「経済収束」 

ネガティブ：「雇用」「資源効率・安全性」「気候」「廃棄物」 
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ⅲ同社として KPI は設定しないがインパクトを特定する項目 

インパクトは特定するものの、KPI を設定しない項目と理由は以下のとおりである。 

・特定するインパクトは「気候」であり、ポジティブなテーマは「再生可能エネルギーの取

り組み」である。取組方針は「太陽光発電の導入による CO2排出量の削減」であるが、

現状は売電契約のみの対応であり、今回のモニタリング期間内で自社利用への変更や新た

な太陽光発電設備の導入計画はないことから、インパクトは特定するものの、KPI の設定

は行わないこととした。ネガティブなテーマの「工場、事務所の LED 化」については、

国内 9 拠点中 8 拠点終了していることから、同様にインパクトは特定するものの、KPI

の設定は行わないこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポジティブ ネガティブ

水(入手可能性）

食糧

住居

健康・衛生

教育

雇用

エネルギー

移動手段

情報

文化・伝統

人格と人の安全保障

正義

強固な制度・平和・安定

水（質）

大気

土壌

生物多様性と
生態系サービス

資源効率・
安全性

気候

廃棄物

包括的で健全な経済

経済収束

修正値2599 他に分類されないその他
の金属製品製造業
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（３）インパクトレーダーにおけるマッピング 

  特定したインパクトをもとにインパクトレーダーで発現したインパクト・マップは以下のと

おりとなる。 

 

 

７．ＫＰＩの決定 

（１）ポジティブなインパクトの成果が期待できる事項 

ⅰ社会面 

テーマ 人材育成体制の構築 

インパクトレーダー 教育 

取組内容 ＯＪＴとＯＦＦＪＴによる人材育成 

きめ細かな研修実施による人材育成 

ＳＤＧｓとの関連性 

 

 

４.4：2030 年までに、技術的・職業的スキルなど、雇用、

働きがいのある人間らしい仕事及び起業に必要な技能を

備えた若者と成人の割合を大幅に増加させる。  

ＫＰＩ 2029 年 12 月までに人材育成に対する費用を年間 5,000

万円以上にする 

2022 年度より新卒社員全員ＱＣ4 級以上を取得する 
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テーマ 所得水準の向上 

インパクトレーダー 雇用 

取組内容 従業員の所得水準の底上げ 

ＳＤＧｓとの関連性 

 

  

8.5：2030 年までに、若者や障害者を含むすべての男性及

び女性の、完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間

らしい仕事、ならびに同一価値の労働についての同一賃金

を達成する。 

ＫＰＩ 毎年 3％のベースアップを継続する 

 

ⅱ社会面・経済面 

テーマ 女性管理職の登用 

インパクトレーダー 雇用、包括的で健全な経済 

取組内容 女性管理職比率の向上 

ＳＤＧｓとの関連性 

 

 

5.5：政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決定お

いて、完全かつ効果的な女性の参画及び平等なリーダーシ

ップの機会を確保する。 

5.ｂ：女性の能力強化促進のため、ICT をはじめとする実現

技術の活用を強化する。 

ＫＰＩ 2027 年 12 月までに、女性管理職比率を 10％以上にする 

 

ⅲ経済面 

テーマ 世界一のアルミプロダクトメーカーの実現 

インパクトレーダー 経済収束 

取組内容 海外マーケットの拡大に取り組む 

ＳＤＧｓとの関連性 

 

 

 

9.1：全ての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済

発展と人間の福祉を支援するために、地域・越境インフラ

を含む質の高い、信頼でき、持続可能かつ強靱（レジリエ

ント）なインフラを開発する。 
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10.2：2030 年までに、年齢、性別、障害、人種、民族、出

自、宗教、あるいは経済的地位その他の状況に関わりなく、

全ての人々の能力強化及び社会的、経済的及び政治的な包

含を促進する。 

ＫＰＩ 2029 年 12 月までに、北米向け売上割合を全体の 3％以上

にする 

 

（２）ネガティブなインパクトの低減が必要となる事項 

ⅰ社会面 

テーマ 離職率の改善 

インパクトレーダー 雇用 

取組内容 職場環境の改善に取り組む 

ＳＤＧｓとの関連性 

 

 

8.5：2030 年までに、若者や障害者を含むすべての男性及

び女性の、完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間

らしい仕事、ならびに同一価値の労働についての同一賃金

を達成する。 

ＫＰＩ 離職率 10％以内を維持する 

2032 年 12 月までに社員の平均勤続年数を 10 年以上にす

る 

 

ⅱ環境面 

テーマ 再生アルミニウム利用割合の増加 

インパクトレーダー 資源効率・安全性、廃棄物 

取組内容 アルミニウムフレームの端材や切粉などの再利用 

ＳＤＧｓとの関連性 

 

 

12.5：2030 年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用 

及び再利用により、廃棄物の発生を大幅に削減する。 

ＫＰＩ 2029 年 12 月までに再生アルミニウムビレットの使用割合

を全体の 30％以上にする 
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（３）地域において認識される社会的課題・環境問題への貢献 

・アルミニウムはリサイクルに適した金属として知られており、同社はその特徴を活かし、

環境に優しいものづくりを進めている。 

・同社では循環型社会の構築、資源保護の観点から、不要になったアルミフレームの引取

サービスを実施している。直接工場を訪問してアルミ材を回収し、重さと市場価格を元に

算出した金額を次回購入時に値引きするサービスを行っており、「水平リサイクル」で資

源を循環させている。 

・少子高齢化による人手不足やインターネット通販市場の急拡大などを背景に、特に物流・

流通業界は大きな変革期を迎えている。様々な製造現場での自動化・省力化ニーズに取り

組みながらFA製品の開発で培ってきたノウハウを、同社のロジスティクス製品やecoms

製品の開発にも活かし、製品の付加価値の増大に努めている。 

・また、顧客、社員、取引先、地域社会、行政をステークホルダーとしたステークホルダ

ーエンゲージメントを定め、CSR 活動にも積極的に取り組んでいる。 

 

 

８．モニタリング 

（１）モニタリング体制 

同社では、本ＰＩＦの組成にあたり横断的なプロジェクトチームを組成した。石田保夫社長

を統括責任者、鍋田佳秀取締役をプロジェクトリーダーとした以下のプロジェクトチームと

なっている。同社の企業理念、経営方針を基に、事業実績、企業活動等の棚卸しを行い、本

ＰＩＦのインパクトの特定及び目標とＫＰＩの策定を行った。 

本ＰＩＦ実行後においては、決定したインパクトの内容やＫＰＩを営業会議・朝礼等で社員

へ周知し、関連するサプライチェーンへも通達し、達成に向けた連携を図り、プロジェクト

チームを中心に同社全体でＫＰＩの達成に向けた推進体制を構築していく。 
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統括責任者 

代表取締役社長   石田 保夫 

プロジェクトリーダー 

取締役       鍋田 佳秀 

プロジェクトチーム 

チームマネージャー 梶原 崇宏 

財務グループ    経理チーム  

 

（２）モニタリングの頻度と方法 

本ＰＩＦで設定したＫＰＩ及び進捗状況については、同社と清水銀行及び当社の担当者が

定期的な場を設け、共有する。会合は少なくとも年に 1 回は実施するほか、日頃の情報交

換や営業活動の場等を通じて実施する。 
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本評価に関する説明 

１．本評価書は、清水地域経済研究センターが、清水銀行から委託を受けて実施したもので、清

水地域経済研究センターが清水銀行に対して提出するものです。 

２．清水地域経済研究センターは、依頼者である清水銀行及び清水銀行がポジティブ・インパク

ト・ファイナンスを実行するＳＵＳから供与された情報やＳＵＳへのインタビュー等で収集

した情報に基づいて、現時点での状況を評価したものであり、将来における実現可能性、ポ

ジティブな成果・見通し等を保証するものではありません。 

３．清水地域経済研究センターが本評価に用いた情報は、信頼できるものと判断したものではあ

るものの、その正確性等について独自に検証しているわけではありません。清水地域経済研

究センターはこれらの情報の正確性、適時性、完全性、適合性その他一切の事項について、

何ら表明または保証するものではありません。 

４．本評価は、国連環境計画金融イニシアティブ(UNEP FI)が提唱した PIF 原則及び PIF 実施

ガイド、ESG 金融ハイレベル・パネルにおいてポジティブインパクトファイナンスタスク

フォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」に則って行っております。 
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